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はじめに 

 

いよいよ来年度はWindows Server 2003 のサポートが無くなる年となる。Windows XP のサポート

切れの時には、もう少し世間が騒いでいたように思うが、今回は今ひとつ盛り上がらないと感じている

のは私だけでは無さそうで、業界からは「日本マイクロソフト社には、もっと啓蒙を図って欲しい」と

の声が聞かれる。では、実際の準備状況はどうであろうか。サーバーの移行の場合、パソコン等の端末

と違って、各社固有のアプリケーションと OSのインターフェースが変わることによるインパクトが大

きいと考えられ、移行をためらうケースが多いようである。この辺りの実態を今回は調査しており、興

味深い結果が得られている。 

さらに、今回はサーバー移行に当たって、クラウドへの乗り換えがどのくらいあるのかについても

調査している。 

 

クラウドサービスについては、話題になっている状況が、実際に企業で使われている状況と乖離し

ているのではないか、という感触があり、その導入実態と利用状況、さらには導入に当たっての阻害要

因についても調査した。やはり導入がなかなか進まない背景には、設備の状況、セキュリティーへの不

安、費用面など、今後提供側も乗り越えなくてはならない課題が見えてきている。 

 

今回、中間報告を行うにあたっては、委員企業のアンケートが若干少ないため、データを見るにあ

たっては注意が必要であるが、現時点での回収済のアンケートを基にまとめることとした。年度末には

より多くのデータと分析結果を報告できるので、お待ち頂きたい。 

 

一般社団法人 日本コンピュータシステム販売店協会 

サポートサービス委員会 事務局 
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1. 調査概要 

 

ここ数年、IT コスト削減、事業継続計画対策、システム開発期間削減などを掲げるクラウドサービ

スの理解度や導入実態、マイクロソフト社が近々にサポートを終了する Windows Server 2003への対

応についてアンケート調査を行った。 

 

1.1 調査対象企業の選定 

 当協会会員の顧客企業から原則として従業員数 2,000 人以下の企業を中心に選定（以下、「会

員顧客企業」という。） 

 従業員数 2-350人の企業をインターネット上で選定（以下、「一般企業」という。） 

なお、調査の実施に際しては以下の条件を設定した。 

 勤務する企業の資本系列が「親企業の情報処理子会社」ではないこと 

 調査回答者が ITシステムの導入に関与していること 

 従業員数 2-20人の企業（以下、「小規模一般企業」という）が 30%程度、従業員数 21-350

人の企業（以下、「中規模一般企業」という）が 70%程度の構成比になること 

 

1.2 調査の実施方法 

調査対象企業にインターネット上のアンケート調査票への回答を依頼した。 

 調査実施時期 ：2014年 9月 16日～2014年 11月 14日 

 （中間報告では会員顧客企業の回答を 10月 15日締で集計した。） 

 回答時間 ：30分程度 

 

1.3 調査項目 

アンケート調査において調査項目は以下の通りとした。中間報告では、特に関心が高いと思われる

太字表示の項目を分析対象とした。 

① 業務の IT化状況と課題（Q1-Q4） 

② 業務の IT化の阻害要因（Q5） 

③ クラウドサービスの認知状況（Q6-Q7） 

④ クラウドサービスの利用・検討状況（Q8-Q9） 

⑤ クラウドサービスへの期待効果（Q10-Q14） 

⑥ クラウドサービス利用により得られた効果（Q15-Q19） 

⑦ クラウドサービス利用の阻害要因（Q20） 

⑧ Windows Server 2003のサポート終了への対応（Q21-25） 
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1.4 アンケート調査回収結果 

アンケート調査の回収結果の詳細はそれぞれ以下の通り。 

 

（1） 回収数 

アンケート調査の回収数は、会員顧客企業、一般企業それぞれ以下のとおりとなった。 

 会員顧客企業 ：127社 

 一般企業 ：606社（中規模一般企業：412社、小規模一般企業：194社） 

 

（2） 調査対象企業業種分布 

業種については、アンケート回答を以下のように集約した。 

 製造業 ： 『製造業』 

 サービス業 ： 『サービス業』 

 建設業 ： 『建設業』 

 情報・通信業 ： 『情報・通信業』、『情報処理業』 

 商業 ： 『商業』 

 その他 ： 『農林・水産・鉱業』、『電力・ガス・水道業』、『運輸・倉庫業』、 

   『金融・保険業』、『不動産業』、『その他』 

 

調査対象企業の業種別分布を図表 1.4.1 に示す。この図から分かるように、この分布は、日本全体の

業種別分布におおむね一致している。詳細にみると、会員顧客企業で『サービス業』の割合が低く、中

規模一般企業、小規模一般企業で『その他』の割合が高い。業種横断の分析結果に、これらの影響が多

少出ていることも考えられる。 

 

図表 1.4.1 調査対象企業業種分布 
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（3） 調査対象企業の従業員数分布 

会員顧客企業、大規模一般企業、中規模一般企業、小規模一般企業別の従業員数分布を図表 1.4.2 に

示す。会員顧客企業の企業規模分布は中規模一般企業より大きい方に偏っており、平均従業員数が 356

名と、中規模一般企業 119名の約 3倍になっている。 

 

図表 1.4.2 調査対象企業の従業員数分布 

従業員数 

対象企業数 
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2. クラウドサービスの導入実態 

 

IT コスト削減、事業継続計画対策、システム開発期間削減などの特徴を掲げるクラウドサービスに

ついて、理解度、利用・検討状況、利用をためらう要因について、アンケート調査を行った。 

 

2.1 クラウドサービスの認知状況 

多くの注目を集めているクラウドサービスであるが、その内容や価値がどの程度理解されているの

であろうか。なお、クラウドサービスの形態に関する用語について、簡単な説明と対比を図表 2.1.1 に

示したので、参考にされたい。 

 

図表 2.1.1クラウドサービス関連用語の対比説明例 

 

 

（1） 全般的認知状況 

まず、クラウドサービスという大きな概念で調査した結果が、図表 2.1.2 である。これから分かるよ

うに、IT業界やメディアから大量の情報が発信されているにもかかわらず、『業務に利用できる十分な

知識がある』割合は 12-20%と非常に低い結果となった。IT専任者が少ない小規模一般企業で 12%と低

いのはある程度仕方ないとして、当協会の会員企業により充実した情報提供がなされ、IT 専門家のそ

ろった会員顧客企業で 20%というのは少し残念な結果である。とはいえ、『内容をある程度理解してい

る』を加えると 90%に達し、中規模一般企業、小規模一般企業と比べれば、その差は歴然としている。 

 

コンピューティングモデル 説明 特徴 製品、サービス例

ハードウェアやアプリケーションなどを事
業所または部門単位で構築・設置し、自
ら運用するコンピューティングモデル。

事業所または部門専用なので自由度は大
きいが、構築・運用の負荷が大きい。また
負荷変動・事業継続計画対策が難しい。

インターネット上のハードウェアやアプリ
ケーションなどを共同利用するコンピュー
ティングモデル。

共同利用なので必要リソース、構築・運用
の負荷を低減できる。負荷変動・事業継続
計画対策も比較的容易である。

自社または事業者のデータセンターに集
約、設置された仮想サーバー上で自社向
けのアプリケーションなどを構築・運用す
るコンピューティングモデル。

自社専用なので、自由度は大きいが、構
築・運用の負荷は大きい。初期投資回収
のリスクを伴う。

VMWare vSphere、
Microsoft Hyper-V

事業者のデータセンターに設置された
ハードウェアリソースやアプリケーション
などを利用した分だけ対価を払うコン
ピューティングモデル。

複数社の共同利用なので、運用負荷は少
ないが、自由度は制限される。利用期間を
決められ、一時的な利用もできる。

ハードウェアリソースを利用した分だけ対
価を払うコンピューティングモデル。OSや
ミドルウェア、アプリケーションは利用者
が持ち込み、運用する。

オンプレミス型で使っていた環境を大きく
変更することなく移行できる。運用要員は
引き続き必要。

Amazon AWS、BIGLOBEクラ
ウドホスティング、FUJITSU 
Cloud IaaS

ハードウェアリソースに加え、OSやミドル
ウェアを利用した分だけ対価を払うコン
ピューティングモデル。アプリケーション
は利用者が持ち込み、運用する。

OSやデーターベースなどが提供され、事
業者が運用するので、利用者はアプリ
ケーション運用に専念できる。

Microsoft Azure、FUJITSU 
Cloud PaaS

ハードウェアリソース、OSやミドルウェア、
アプリケーションを利用した分だけ対価を
払うコンピューティングモデル。

初期投資は少なく、短時間でシステム稼働
でき、運用要員も不要。自由度はほとんど
なく、利用者側が仕様に合わせる。

Google Apps、Microsoft 
Online、Salesforce、Nifty 
Cloudビジネスメール、
BIGLOBEクラウドメール

オンプレミス型

プライベート
クラウド

パブリック
クラウド

クラウド型

IaaS

PaaS

SaaS
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図表 2.1.2 クラウドサービスの認知状況 

 

 

（2） パブリッククラウドとプライベートクラウドの認知状況 

図表 2.1.3、図表 2.1.4 から分かるように、小規模一般企業、中規模一般企業ではクラウドサービス

について『業務に利用できる十分な知識がある』と答えながらも、パブリッククラウド、プライベート

クラウドに細分すると『業務に利用できる十分な知識がある』割合が 16%から 13%（中規模一般企業）、

あるいは 12%から 7-8%（小規模一般企業）と低くなっている。 

これは、多くのメディアでクラウドサービスとパブリッククラウドが同じであるかのように扱って

おり、突然プライベートクラウドという概念を知って回答に戸惑ったものと考えられる。これらのユー

ザー企業向けには、あえてパブリッククラウド、プライベートクラウドという言葉を持ち出さない方が

理解を得やすいとも思われる。 

 

当協会の会員企業により充実した情報提供がなされているはずの、会員顧客企業でさえ、『業務に利

用できる十分な知識がある』割合が 20%から 11-13%と低くなっている。情報提供の在り方を見直す必

要も出てくると考えられる。 

 

図表 2.1.3 パブリッククラウドの認知状況 

 

 

図表 2.1.4 プライベートクラウドの認知状況 
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（3） SaaS / PaaS / IaaSの認知状況 

クラウドサービスを SaaS / PaaS / IaaSに細分すると、図表 2.1.5、図表 2.1.6、図表 2.1.7から分

かるように、『業務に利用できる十分な知識がある』割合が、会員顧客企業で 6-10%、中規模一般企業

で 6-8%、小規模一般企業で 2-4%とクラウドサービス全般の理解度に比べ半分以下に下がり、ほとんど

理解されていないことが分かる。 

SaaS / PaaS / IaaSの中では、どのサービス形態にも認知状況に大きな違いはないが、強いていえば

SaaSの認知度が高く、業務処理まで含めたサービスへの関心が高いとも考えられる。 

 

図表 2.1.5 SaaSの認知状況 

 

 

図表 2.1.6 PaaSの認知状況 

 

 

図表 2.1.7 IaaSの認知状況 

 

 

  

会員顧客企業 (N=126)

中規模一般企業 (N=377)

小規模一般企業 (N=157)

10 

8 

4 

41 

29 

12 

26 

31 

28 

23 

32 

55 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業務に利用できる十分な知識がある 内容をある程度理解している

名前だけ聞いたことがある 知らない

会員顧客企業 (N=126)

中規模一般企業 (N=377)

小規模一般企業 (N=157)

6 

6 

3 

29 

24 

8 

29 

31 

25 

36 

39 

65 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業務に利用できる十分な知識がある 内容をある程度理解している

名前だけ聞いたことがある 知らない

会員顧客企業 (N=126)

中規模一般企業 (N=377)

小規模一般企業 (N=157)

8 

6 

2 

25 

24 

9 

31 

29 

22 

36 

41 

68 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業務に利用できる十分な知識がある 内容をある程度理解している

名前だけ聞いたことがある 知らない



2 クラウドサービスの導入実態 

 - 13 - © 一般社団法人 日本コンピュータシステム販売店協会 2014 

2.2 クラウドサービスの利用状況 

クラウドサービスの利用状況は、図表 2.2.1 から分かるように『現在利用している』企業は、会員顧

客企業が 126社中 39%の 49社、中規模一般企業が 377社中 17%の 65社、小規模一般企業が 157社中

11%の 18 社であり、調査対象とした全体の 20%が何らかの業務でクラウドサービスを利用していると

いう結果であった。 

会員顧客企業で、『現在利用している』企業が 39%あったことは、利用促進を担っている我々サービ

ス事業者として一応の責務は果たせているといえる。 

 

図表 2.1.2 に示した認知状況とこの利用状況を相関分析してみると、クラウドサービスに「業務に利

用できる十分な知識がある」企業では、『現在利用している』比率はさらに高くなり対象とした企業の

約半数の 45－50%の企業が利用しているという結果が出た。サービス事業者としては、クラウドサー

ビスに関する知識向上のための情報発信を質と量の両面からより強化することが重要であろう。 

 

一方で、『利用の検討をしていないし、興味もない』あるいは『分からない』と答えた企業は、会員

顧客企業が 126 社中 15%の 18 社、中規模一般企業が 377 社中 30%の 111 社、小規模一般企業が 157

社中 40%の 64社であり、全体の 29%にあたる 193社もあるということは、サービス事業者としてこう

した領域の企業に対しては、もっと積極的な情報提供や利用検討を促す提案を掲示できるようにしてい

かなくてはならないであろう。 

 

 

図表 2.2.1 クラウドサービスの利用状況と認知状況 
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次に、実際にどのような業務に対してクラウドサービスを利用しているかを確認するため、『現在利

用している』と答えた企業 132社（会員顧客企業 49社、中規模一般企業 65社、小規模一般企業 18社）

に対して、図表 2.2.2の 27種類の業務について該当するものを答えてもらった。 

 

図表 2.2.2 クラウド対象業務 

 
業務名 適用情報システム例 

1 営業支援 SFA、BIなど 

2 顧客管理 CRM、eCRMなど 

3 電話応対管理 CTIなど 

4 販売管理 ERP、販売管理、電子商取引など 

5 仕入管理 仕入管理、EDI、SCMなど 

6 商品在庫管理 在庫管理など 

7 受注管理 受注管理、売上管理、EDI、SCMなど 

8 物流管理 LSM、WMSなど 

9 経営企画 プロジェクト管理、BIなど 

10 商品企画 PLM、BIなど 

11 会計 ERP、会計、固定資産管理など 

12 人事 ERP、人事給与、考課など 

13 勤怠管理 勤怠管理など 

14 安否確認 安否確認など 

15 社員教育 CAI、WBT、e ラーニングなど 

16 製品開発 プロジェクト管理、CAD、CAEなど 

17 資材管理 在庫管理、発注管理、EDI、SCMなど 

18 生産管理 ERP、生産管理、CAMなど 

19 コミュニケーション 電子メール、グループウェア、電子会議など 

20 スケジュール管理 グループウェアなど 

21 文書管理 文書管理など 

22 ワークフロー グループウェア、ワークフローなど 

23 セキュリティー管理 監視、入退室管理など 

24 通知通達 グループウェアなど 

25 システム開発 CASEなど 

26 システム運用管理 ネットワーク管理、システム管理、業務運用管理、IT資産管理など 

27 情報セキュリティー管理 ファイヤウォール、ウイルス対策、暗号化など 

 

結果を、図表 2.2.3 に示すが、会員顧客企業と一般企業で対象業務に多少相違はあるものの、『コミ

ュニケーション』関連業務が会員顧客企業 45%、一般企業 25-28%でトップであり、『スケジュール管

理』関連業務が会員顧客企業 35%、一般企業 22-23%でそれに続いている。 
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『コミュニケーション』関連業務で会員顧客企業の利用率が 45%ということは、現在利用中の企業の

うち約半数が利用しているということであり、かなり高い比率でクラウドサービスが使われていること

が分かる。 

それ以外の業務では、会員顧客企業と一般企業で差があるが、『営業支援』関連業務、『顧客管理』

関連業務、『文書管理』関連業務などが高い比率で利用されている。 

 

図表 2.2.3 現在利用中のクラウドサービス （複数選択） 

 

次に、クラウドサービスの利用状況で『現在利用している』、『1 年以内の利用を予定している』、『2

～3 年以内の利用を予定している』、『利用を検討しているが時期は未定』と答えた企業 290社（会員顧

客企業 75社、中規模一般企業 172社、小規模一般企業 43社）が、今後どのような業務にクラウドサー

ビスの利用を予定あるいは検討しているかを聞いた。 

 

結果を図表 2.2.4に示す。 
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図表 2.2.4 今後利用を予定 / 検討しているクラウドサービス （複数選択） 

 

今後の予定でも、現在利用中のサービスと同様に、『コミュニケーション』関連業務（5-21%）、『営業

支援』関連業務（16-21%）、『顧客管理』関連業務（12-20%）、『文書管理』関連業務（11-16%）、『販売

管理』関連業務（12-15%）、『スケジュール管理』関連業務（9-17%）が上位を占めた。 

こうしたサービスは、これから企業が取り込もうとしているサービスであり、クラウドサービスの将

来性が期待できる領域としてサービス事業者が注目すべき領域と考えられる。 

 

一方で、検討をしながら導入には至らなかったサービスについても聞いてみた。図表 2.2.5 は、利用

状況で『現在利用している』、『1年以内の利用を予定している』、『2～3年以内の利用を予定している』、

『利用を検討しているが時期は未定』、『過去に利用の検討をしたことはあるが導入には至らなかった』、

『利用の検討はしていないが興味はある』の 6種類の回答を寄せた企業 467 社（会員顧客企業 108社、

中規模一般企業 266社、小規模一般企業 93社）が、回答した結果である。 
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図表 2.2.5 過去に検討をしたが、導入に至らなかったクラウドサービス （複数選択） 

 

 

各業務領域ともに、比率では 10%以下であり「検討はしたものの導入に至らなかったサービス」は少

ないように見えるが、図表 2.2.3 や図表 2.2.4 に比べて、このグラフでは対象とする企業数が（母数）

多いため比率的には低く見えていることに注意してほしい。 

こうした点を是正するため、会員顧客企業（108社）、中規模一般企業（266社）、小規模一般企業（93

社）単位に、業務毎の『現在利用中の企業』数、『今後利用を予定 / 検討している企業』数、『過去に検

討したが導入に至らなった企業』数を、再計算した結果を図表 2.2.6、図表 2.2.7、図表 2.2.8に示す。 
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図表 2.2.7 業務別状況 （中規模一般企業 266社） （複数選択） 

 

図表 2.2.8 業務別状況 （小規模一般企業 93社） （複数選択） 
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この図表は、例えば会員顧客企業の『営業支援』サービスは、対象となった 108 社中 4%にあたる 4

社が『現在利用中の企業』であり、11%にあたる 12 社が『今後利用を予定 / 検討している企業』であ

り、7%にあたる 8社が『過去に検討したが、導入に至らなかった企業』ということを表している。 

 

業務別に見てみると、情報系のクラウドサービスはそこそこ利用されてきているが、基幹系のクラウ

ドサービスについては、なかなか利用が進んでいない状況である。 

 

全体的に、会員顧客企業と中規模一般企業は『今後利用を予定 / 検討している企業』が一番多く、続

いて『過去に検討したが、導入に至らなかった企業』が続いており、『現在利用中の企業』が最も少ない

状況となっているが、小規模一般企業は、ほとんどの業務で、『過去に検討したが、導入に至らなかった

企業』が最も多く、検討しながら導入を見送るケースが多いことが分かる。ここでも、サービス事業者

が導入検討時点からきめ細かいサポートや支援を展開することが望まれる。 

 

2.3 クラウドサービス利用の阻害要因 

『過去に検討したが、導入に至らなかった企業』に対して、利用を阻害した理由について質問した。 

その結果を図表 2.3.1に示す。 

 

図表 2.3.1 クラウドサービス利用の阻害要因 （複数選択） 
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（38-45%）で、続いて『長期にわたって利用すると自社運用と比較してコストメリットがない』（27-39%）、

『業務に合うクラウドサービスがない』（29-32%）が多かった。 
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3. Windows Server 2003のサポート終了への対応 

 

日本マイクロソフト社が 2003 年 5 月にリリースした Windows Server 2003 は、12 年目を迎える

2015 年 7 月 14 日でサポートを終了する。同社は、「2013 年末には全国で 36 万台が稼働していた

Windows Server 2003が 2014年 6月には約 30万台までに減った」とし、さらに認知向上、パートナ

ーを通した移行支援策の強化に努めてはいる。しかし、サポート終了が半年後に迫った今、依然稼働し

ている約 30万台のWindows Server 2003からの移行は間に合うのだろうか。 

 

昨年度の調査に続き、本年度もWindows Server 2003の移行状況、移行完了時期、Windows Server 

2003からの移行先について調査を行った。 

 

3.1 Windows Server 2003の移行状況 

2013年度に「Windows Server 2003の移行状況について」の調査を実施したが、それから 1年経過

して、移行は進んでいるのだろうか。Windows Server 2003サポート終了まで半年後に迫った現状を分

析した。図表 3.1.1は 2013年度と 2014年度に実施した移行状況を比較したものである。 

 

図表 3.1.1 移行状況（2013年度との比較） 

 

 

『Windows Server 2003は使っていなかった』と回答した企業は、会員顧客企業で 12%から 6%に減

少し、中規模一般企業、小規模一般企業については 35%と 64%で変化はなかった。これらの企業の大半

はサーバーを所有していない企業でもあり、この後の移行状況分析の対象から外すことにした。 
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図表 3.1.2は、図表 3.1.1で『Windows Server 2003は使っていなかった』と回答した企業を除いて、

Windows Server 2003からの移行状況をまとめたものである。 

『すべて移行済み』、『移行はほぼ終えた』と回答した企業は、会員顧客企業で 33%から 50%、中規模

一般企業で 53%から 64%、小規模一般企業で 31%から 55%と順調に進んでいるように見える。しかし、

『Windows Server 2003からの移行は、ほとんど / もしくはまったく、進んでいない』と回答した企

業は、会員顧客企業で 34%、中規模一般企業で 24%、小規模一般企業においても 35%も残っているの

も事実である。サポートのない OS を使い続けることは、データ消失や漏えい、システムの突然停止な

どのリスクを負うことになり、移行策を早期に検討し、1日も早い移行が望まれる。 

 

図表 3.1.2 移行状況（『Windows Server 2003は使っていなかった』を除いた 2013年度と比較） 

 

 

3.2 Windows Server 2003からの移行完了予定時期 

現在運用中のWindows Server 2003からの移行完了予定時期を、調査し、2013年度の調査と比較し

た。ここでは、『Windows Server 2003は使っていなかった』と『Windows Server 2003からすべて移

行済み』と回答した企業は外してある。 

 

図表 3.2.1は、現在Windows Server 2003を運用している企業を対象に移行完了予定時期を調査し分

析したものである。 
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る。一方、一般企業では、Windows Server 2003サポート終了に関する「情報不足」や「理解不足」が

考えられる。また他の要因として、「推進者がいない」、「システム担当者が不在になった」、「経済的負担
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図表 3.2.1 Windows Server 2003 の移行完了予定時期（2013年度との比較） 

 

 

3.3 Windows Server 2003からの移行先 

Windows Server 2003からの移行先として、「どのような運用形態に移行したのか」、あるいは「ど

のような運用形態を考えているのか」、また、「移行後のサーバーOS」、「予定しているサーバーOSは何

を選択したのか」についても調査した。ここでは、『Windows Server 2003から移行済み』と回答した

企業も含めて分析している。 

 

（1） Windows Server 2003からの移行先 運用形態 

図表 3.3.1は、Windows Server 2003から移行した（したい）先の運用形態について調査したもので

ある。移行先の運用形態として、クラウドサービスを利用するか、従来型の運用形態を継続するか、に

分かれる。 

図表 3.3.1 でクラウドサービスを利用するかの選択では『サーバーは持たないが、同様なものをクラ

ウドサービスとして利用する』と回答した企業は、会員顧客企業 11%、中規模一般企業 16%、小規模一

般企業 23%となっている。 
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な投資もしていないので、比較的工数もかからない負担が軽いデータセンター利用が多くなったことも

要因となっていると考えられる。 
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図表 3.3.1 Windows Server 2003 の移行先 運用形態 （複数選択） 

 

 

（2） Windows Server 2003からの移行先のサーバーOS（2013年度調査と比較） 

図表 3.3.2は、Windows Server 2003 からの移行先サーバーOSについて、2013年度の調査と 2014

年度の調査との比較である。 

『Windows Server 2008』への移行企業は、会員顧客企業が 28%増加、小規模一般企業が 23%増加、

中規模一般企業は 6%減少しているが、『Windows Server 2008』を移行先とする企業は多いといえる。

その理由として、サポート終了が迫った今、移行作業が比較的簡単で操作性もあまり変わらない

『Windows Server 2008』を選択したものではないかと思われる。 

『Linux』、『その他』への移行は昨年度に比べ更に減少し一部企業にとどまった。サポート終了の期

日が迫り移行への決断を急いだか、あるいは、1 年の検討期間を経て移行先が絞られたのが理由と思わ

れる。 

また、『Windows Server 2012』を移行先に選択した企業は、会員顧客企業、一般企業ともに昨年度

よりも増加している。『Windows Server 2008』はサポート開始から既に 5年以上経過しており、最新

バージョンである『Windows Server 2012』への移行を選択した企業が多くなったものと考えられる。 

 

図表 3.3.2 Windows Server 2003 からの移行先のサーバーOS （複数選択） 
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いずれにしても、Windows Server 2003のサポートは 2015年 7月 14日で終了する。これから移行

を検討するとした企業、まだ検討もしていない企業が多く存在することが分かった。 

あるベンダーは「これら検討する企業は、Windows Server 2003からの移行に関心が薄い」という。

サポート終了までに移行しなければ、サポート終了後にはリスクが発生するが、それでも生産を伴わな

い移行作業は「サポート終了の間際にならないと行動を起こさない」ともいう。 

会員顧客企業においては、「サポート終了」をチャンスと捉え、単に移行だけと捉えずに、同時に事

業継続性計画対策などの付加価値提案を行って、会員顧客企業と会員企業の双方のメリットを考えるべ

きではなかろうか。 
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